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第一審 平成28年 3 月15日東京地方裁判所判決 (平成27年 (行ウ) 第364号
警告処分取消請求事件) LEＸ / DB (文献番号25536134)
〔事実の概要〕
本件は, 貸金業の登録をしていない控訴人(以下,「Ｘ」という。第一審


















年 1 月 4 日に設立された合同会社である。Ｘは, 平成23年11月16日に, 第
二種金融商品取引業の登録を受けた後, 商法の定める匿名組合の営業者と
して, 個人及び法人から出資を募り, Ａに対し金銭を貸し付け, Ａから支
払われる利息を原資として, 匿名組合員に収益を分配する事業を行ってい
た（以下, ＸのＡに対する貸付けを「本件貸付け」という｡)。関東財務局






た。関東財務局長は, 平成26年11月19日付けで, Ｘに対し, 本件貸付けの
貸金業該当性について網羅的かつ体系的に整理し, 今後の対応方針につい
て同年12月 3 日までに書面で回答するように求めた。Ｘは, 平成26年12月
10日付けで, 関東財務局長に対し, Ｘが貸金業法上の貸金業登録を取得す
る必要はないこと, したがって, 今後の具体的な対応方針については回答
















同30年 2 月24日第一小法廷判決・民集 9 巻 2 号217頁, 最高裁昭和37年
























































い不利益が生じることなどから, 本件警告が行訴法 3条 2項に定める「行
政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」に該当するとして, その取
消しを求めた事案である。
貸金業法 2条 1項は, 金銭の貸付け又は貸借の媒介で業として行うもの






れ（同法45条 1 項), 金融庁長官は, 貸金業法施行令 6 条に定めるところ
により, 上記権限の一部を財務局長又は財務支局長に委任することができ
るとされている（同法45条 2 項))。貸金業法11条 1 項は, 同法 3条 1項の
登録を受けない者は, 貸金業を営んではならないと定め, 同法47条 2 号は,
同法11条 1 項の規定に違反した者は, 10年以下の懲役若しくは3000万円以
下の罰金に処し, 又はこれを併科すると定め, 同法51条は, 法人の代表者
又は使用人その他の従業者等が, その法人の業務に関して同法47条に規定





｢3－1－1 一般的な監督事務 （2）苦情対応等 〔3〕無登録業者への
対応」という項目において, 貸金業の無登録業者による違法な貸付け等を
内容とする苦情等の申出を受けた場合は, 当該業者に対し, 電話又は文書

























































ている (行訴法 3 条)。さらに, 本案の審理が適法に係属していることが
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要件となる執行停止や仮の差止めといった仮の救済措置を求める上でも処























































































































































































本件で問題となった貸金業法は, 同11条 1 項において「登録を受けない






































































































































(１) 第一審・東京地判平成28年 3 月15日 LEＸ / DB (文献番号25536134)。









して, 同条(1)は「第 8条による警告に従わないとき｡」を挙げ, そして,
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無登録業者が正当な理由なく勧告に応じないときは，当該無登録業者に
ついて刑事告発を行う｡」とする。
警告に応じない場合は告発を検討するなどの措置をとる旨が…… 115
